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は じ め に

全国 の 自殺 者数 は 、 平 成１ ０ 年に 初め て 年間 ３ 万人を

超え 、その 後 も深 刻な状 況が 続 く 中、 国で は 、平成 １８ 年

１０月に「自殺対策基本法」を施行し、それにより自殺は 、

広く 社 会の 問題と 認識 され るよ うに なり ま し た 。 しか し 、自

殺者数は 年 々減少の 傾向にあ るも のの、 毎年２万 人を超

え る 水準 で 推移 し て お り 、 平成 ２ ８ 年４ 月 には 、 自殺 対策

基 本 法 を 改 正 し 、 各 市 町 村 に 生 き る こ と の 包 括 的 な 支 援 を 基 本 理 念 と し た 地

域自殺対策計画策定が義務づけられるとともに 、平成２９年７月には、「自殺総

合大綱」が見直されております。

本町では 、「は つ らつ健康利府プラン」に 基づき、こころ の 健康づくりに関する

取り組みを 実施し 、「心がかよい 、健康とや さしさをは ぐく むまちづ くり」 を進めて

ま い り ま した が 、毎 年 尊 い 命 が 失 われ て い る 現状 にあ り 、 一 人 ひと り の尊 い 「い

のち」が大切にされるとともに 、誰も 自殺に 追い 込まれる ことのない 包括的な 自

殺対策が求められております。

自殺の多くは 、その背景に精神保健上の問題だけではなく、様々な社会的要

因 か ら 、 危 機 的 状 況 に ま で 追 い 込 ま れ た 末 の 死 と い う こ と が 言 わ れ て お り 、 行

政、保健 、福祉 、教育 など様々な 機関が 連携し 、生き ることの 阻害要 因を減 ら

し、生きることの促進要因を増や していくことが重要な 課題となっております。

こ の こ とか ら 、 本 町 では 「 ～ 誰 も 自 殺に 追 い 込 ま れ る こ と の ない “ いの ち 支 え

合う” 利府町をめざして～」を基本理念とした「利府町自殺対策計画」を策定い

たしました 。

この計 画では 、本町 にお ける 自殺対 策 を 総合的に 推進 す るための 具体 的 な

施策を定めており、今後は 本計画に基づいて、関係機関・団体との連携を一層

強化しながら、「自殺は防 ぐことができる」という信念のもとに 、総合的な対策に

取り組んでまいります。

平成３１年３月

利府町長  熊 谷  大
ゆたか
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第１章 計画策定の趣旨等

１ 計画策定の趣旨

全国の 年間自殺者数は 、平成 １０年に 急増 して 以来 、１４年連続 して ３万人 を 超え る

と い う深刻 な状況 が続 い て い ました が 、現在 で は 平成１０年以前の 水準 に まで 戻って い

ます 。しか し、依然 と して ２ 万人を 超える 方々が 自ら 尊い 命を 絶た れ て い る 事実に 変 わ り

はなく 、誰も 自殺 に 追い 込まれ るこ と の ない 社会 の 実現 に 向けて 取 り 組 んで い く必要 が

あ り ます 。自殺対策 を更 に 推進 して い くた め 、平 成 ２８年 ４月に 自殺対策基 本法 が改正

され 、自殺対策 が「 生き るこ と の 包括的な支援 」 と して 実施 され る べきこ と 等が明記 され

ると と も に 、全て の 市町村 に「 自殺対策計画」 の 策定 が義務付けら れ ました 。

本町で は 、こ れ まで 「は つら つ健康利府 プラ ン （ ２ ０１７（平成 ２ ９） 年度 から ２０２ ３年

度 ）」で 相談体制の 充実 やう つ病 ・自殺予防 対 策 、地域 の ネ ッ トワー クの 構 築な どの 取 り

組 み を進 め て きました が、更 な る自殺対策を 推 進して い くた め 、町長 を本部長と した 「 利

府町自殺対策推進本部 」 を設 置 す ると と も に 、 自殺対策計画を 策定 し 、「生 き るこ と の

包括的な支援 」と して 、地域全体 で 自殺対策に 取り 組 み 、「誰も 自殺 に 追い 込まれ るこ

と の ない “ い の ち支え合 う” 利府町」 の 実現 を 目 指します 。

我が国の自 殺者数の推移



- 2 -

２ 計画の位置付け

本計画は 、自殺対策基 本法第 １３条 第 ２項に 定 め る「市町村地域自殺対策計 画 」 で

あ り 、同 法の 基本理念や 「自殺総合対策大 綱 」 の 基本認識 や方針 を 踏まえ 、本町 の 状

況 に 応じた 自殺対策 を 進め るた め の 方向性や目標 を定 め るた め の 計画と して 策定 しま

す 。また 、「利府町総 合計画 」 を 上位計画と し、「 はつら つ 健康利府 プラ ン」 や各種計画

と の 整合性を 図り ます 。

利府町総合計画

宮城県自死対策計画

２０１８（平成３０）年度～２０２６年度

自殺対策基本法

自殺総合対策大綱

２０１７（平成２９）年度～２０２６年度

利府町自殺対策計画

２０１９（平成３１）年度～２０２６年度

はつらつ健康利府プラン

（第３期健康日本２１利府町計画及び食育推進計画）

２０１７（平成２９）年度～２０２３年度

◆利府町障がい者計画・第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画

◆利府町高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画

◆利府町子ども・子育て支援事業計画

◆利府町第２期地域福祉計画　　・・・・・・・　　など

国

宮城県

利府町

自 殺対策基 本法

第１３条 都道府 県 は 、自殺 総合対策大綱及 び 地域 の 実情 を勘案 して 、当該都道府

県 の 区域内に お ける自殺対策 に つい て の 計画 （次項及 び次条 に お い て 「 都道府県自

殺対策計画 」 と い う。）を 定め るも の と す る 。

２ 市町村は 、自殺総合対策大綱 及 び都道府 県 自殺対策 計画並びに 地域の 実情 を勘

案して 、当該市町村 の 区域内に お ける 自 殺対策 に つい て の 計画 （次条 に お い て 「市町

村自殺対策計画」 と い う。 ）を 定め るも の と す る 。
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３ 計画の期間

国は自殺 総合 対策大 綱に お い て、 自殺 対策 の 数値目 標を２ ０ ２ ６年ま で に達 成す

るとしており、さ らに、 おお むね ５年を目途に大 綱の見直し を行うとして います 。

ま た 、 宮 城 県 は 宮 城 県 自 死 対 策 計 画 の 計 画 期 間 を ２ ０ １ ８ （ 平 成 ３ ０ ） 年 度 か ら

２０ ２６ 年度ま でとし 、 中間年度 のほ か、必要に応じた見直しを行うとし てい ます 。

こ れ ら の こ と を 踏 ま え 、 本 計 画 期 間 は 、 ２ ０ １ ９ （ 平 成 ３ １ ） 年 度 か ら ２ ０ ２ ６ 年 度 ま

で と し 、 自 殺 総 合 対 策 大 綱 及 び 宮 城 県 自 死 対 策 計 画 の見 直 し に 合 わ せ て 、 必 要 に

応じて見直しを行うこととします 。

４ 計画の数値目標

計画の数値 目標は、２ ０２ ６年ま で に自殺率 を１０． ０以下とします 。

国は、平成２ ９年 ７月に閣 議決定した自 殺総 合対策大綱 にお いて、 ２０ ２６ 年まで

に人口 １０万 人当たり の自殺者 数（以下 「自殺 率」という 。） を、２ ０１ ５（平 成２ ７）年 と

比べて ３ ０％以上減 らし １ ３．０ 以下とする こと を目標とし て定め ました。こ のような国

の方針 を踏まえ ながら、本 町の自殺 対策計画 の目指すべき 目標値は、２ ０ １６ （平成

２８ ）年の自 殺率１ ６．５ を、 ２０ ２６ 年まで に、 概ね３０ ％減少 の１ ０．０以 下を目 指す

こととします。

現状 目標

2016 年（ H28） 2026 年

自殺率

（人口１ ０万対 ）
16 . 5 10 . 0 以下

             ※ 自 殺 率 は 、 人 口 １ ０ 万 人 当 た りの 自 殺 者 数 の こと を い う 。

         （ １ ０ 万 ÷ 総 人 口 × 総 自 殺 者 数 ）

２０１７

（Ｈ２９）年度

２０１８

（Ｈ３０）年度

２０１９

（Ｈ３１）年度
２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 ２０２６年度

自殺総合対策大綱

利府町自殺対策計画

宮城県自死対策計画
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第２章 利府町の自殺の現状と課題

本計画の自 殺の統計 につ いては、厚 生労働省 の「自殺 の基礎資 料」、自殺総合 対

策推進センターの「地域 自殺実態プロファイ ル 」に基づ いて作成して います 。

１ 自殺の現状

（１ ）自殺者数の推移

本町の年間 自殺者数は、平成 ２ ４年か ら平成 ２８年 まで の５ 年間で ２ ２人、年平均 で

４．４人と なって います 。平成 ２６ 年には ２人ま で減少しましたが、 その後、毎 年６人 の

自殺者となり増 加の傾 向に あります 。                             

H2 4 H2 5 H2 6 H2 7 H2 8
自 殺 者 数

5 年 計
年平均

男性 3 人 2 人 1 人 3 人 4 人 1 3 人 2 . 6 人

女性 2 人 1 人 1 人 3 人 2 人 9 人 1 . 8 人

合計 5 人 3 人 2 人 6 人 6 人 2 2 人 4 . 4 人

（ 自 殺 総 合 対 策 推 進 セ ン タ ー 「 地 域 自 殺 実 態 プ ロ フ ァ イ ル （ 2 0 1 7 ） 」 よ り ）

H2 4 H2 5 H2 6 H2 7 H2 8

利府町 5 人 3 人 2 人 6 人 6 人

宮城県 5 0 3 人 4 8 5 人 5 0 5 人 4 3 2 人 4 4 1 人

国 2 7 , 8 5 8 人 2 7 , 2 8 3 人 2 5 , 4 2 7 人 2 4 , 0 2 5 人 2 1 , 7 6 4 人

（ 厚 生 労 働 省 自 殺 対 策 推 進 室 よ り ）
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（２ ）自殺率の推移（人口１０万人の対自殺者数）

本町の自殺 率は宮城県、全国 平均に比べ低 い状況に ありますが、 平成 ２ ７年か ら

は高止まりの傾 向に あります 。

H2 4 H2 5 H2 6 H2 7 H2 8
自 殺 率

年 平 均

利府町 1 4 . 2 8 . 4 5 . 6 1 6 . 5 1 6 . 5 1 2 . 2

宮城県 2 1 . 8 2 0 . 9 2 1 . 7 1 8 . 6 1 9 . 0 2 0 . 4

全 国 2 1 . 8 2 1 . 1 1 9 . 6 1 8 . 6 1 7 . 0 1 9 . 6

                   （ 自 殺 総 合 対 策 推 進 セ ン タ ー 「 地 域 自 殺 実 態 プ ロ フ ァ イ ル （ 2 0 1 7 ） 」 よ り ）

※ 自 殺 率 の 母 数 （ 人 口 ） は 、 平 成 ２ ７ 年 国 勢 調 査 を 基 に 自 殺 総 合 対 策 推 進 セ ン タ ー に て 推 計 し

た 数 値 を 利 用

（３ ）性別・年代別の自殺者数及び割合

平成２ ４年か ら平成 ２８ 年まで の本町 におけ る 自殺者につ いて は、性別・年代 別で

みると、男性は４ ０歳代の働き盛りに 自殺者が 多い状況 にあり、 女性は ７ ０歳以上 の

高齢者に多 くなっ てい ます 。                                                             

2 0 歳

未 満
20 - 2 9 30 - 3 9 40 - 4 9 50 - 5 9 60 - 6 9 70 - 7 9

80 歳

以 上
計

男性
0 人 2 人 1 人 5 人 2 人 2 人 1 人 0 人 1 3 人

- 9 . 1 % 4 . 5 % 2 2 . 7 % 9 . 1 % 9 . 1 % 4 . 6 % - 5 9 . 1 %

女性
0 人 0 人 0 人 0 人 3 人 0 人 2 人 4 人 9 人

- - - - 1 3 . 6 % - 9 . 1 % 1 8 . 2 % 4 0 . 9 %

計 0 2 1 5 5 2 3 4 2 2

（ 自 殺 総 合 対 策 推 進 セ ン タ ー 「 地 域 自 殺 実 態 プ ロ フ ァ イ ル （ 2 0 1 7 ） 」 よ り ）
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（４ ）自殺者の特徴

本町の自殺 者の平成 ２ ４年か ら平成 ２８ 年まで の５年 間の累計 では、自殺 で亡 くな

る人の割合が 多い属性 （性別・ 年齢・職業 ・同 居人の有無 ）の上 位５区 分は、 下の表

のとおり です 。

※順位は自殺者数 の多さ に基づき、自 殺者数 が同数の場 合は自殺率 の高い 順として

います 。

（ 自 殺 総 合 対 策 推 進 セ ン タ ー 「 地 域 自 殺 実 態 プ ロ フ ァ イ ル （ 2 0 1 7 ） 」 よ り ）

※ 「 背 景 に あ る 主 な 自 殺 の 危 機 経 路 （ 図 １ 参 照 ） 」 は 、 自 殺 実 態 白 書 ２ ０ １ ３ ( ラ イフリ ン ク ) を 参

考 と し 、 生 活 状 況 別 の 自 殺 に 多 く み られ る 全 国 的 な 自 殺 の 危 機 経 路 を例 示 し て い ま す 。 自 殺

対 策 に お い て 直 前 の 「 原 因 ・ 動 機 」 の さ らに 背 景 に あ る 様 々 な 要 因 に 対 応 す る こと が求 め られ て

い ま す 。 示 さ れ た 経 路 は 一 例 で す 。

上 位 ５ 区 分
自 殺 者 数

5 年 計
割 合

自 殺 率   

( 1 0 万 対 )

背 景 に あ る 主 な
自 殺 の 危 機 経 路

１位
女性 ：6 0 歳以上： 無職 ：同居

4 人 1 8 . 2 % 2 0 . 4
身体疾患→病苦 → う つ
状態→ 自殺

２位
男性 ：4 0 ～5 9 歳： 有職 :同居

4 人 1 8 . 2 % 1 8 . 5

配置転換→過労 → 職場
の 人間関係 の 悩み ＋仕
事の 失敗 →うつ状態 →
自殺

３位
女性 ：4 0 ～5 9 歳： 無職 :同居

3 人 1 3 . 6 % 2 1 . 8
近隣関係の 悩み ＋ 家族
間の 不和 →うつ病→ 自
殺

４位
男性 ：4 0 ～5 9 歳： 無職 :独居

2 人 9 . 1 % 1 0 6 8 . 6
失業→ 生活苦→借金 →
うつ状態 → 自殺

５位
女性 6 0 歳以上：無職 ： 独居

2 人 9 . 1 % 8 0 . 7
死別・ 離別 ＋身体疾患
→病苦 →うつ状態 → 自
殺

図 １
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（５ ）有職者の自殺者数

①有職者の 自殺割合

本町の有職 者の自殺 の割合 をみると、「自 営 業：家族従業者 」に比 べ、 「被 雇用

者：勤め人 」の割 合が高 くなっ ています が、 全 国割合との 比較では、 「 自営業： 家族

従業者」の割合が高 くなっ ています。

職 業
自 殺 者 数

5 年 計
割 合 全 国 割 合

自営業・ 家族従業者 2 人 2 8 . 6 % 2 1 . 4 %

被雇用者 ・勤 め 人 5 人 7 1 . 4 % 7 8 . 6 %

合計 7 人 1 0 0 . 0 % 1 0 0 . 0 %

  （ 自 殺 総 合 対 策 推 進 セ ン タ ー 「 地 域 自 殺 実 態 プ ロ フ ァ イ ル （ 2 0 1 7 ） 」 よ り ）      

②町内の事 業所規模別割 合

労働者数５ ０人未 満の小 規模事業所 ではメン タルヘ ルス 対策に 遅れがある ことが 指

摘されて いますが、 本町 では９ 割以上が小 規 模事業所となっ てい ます 。

総 数
1 ～ 4

人

5 ～ 9

人

1 0 ～

1 9 人

2 0 ～

2 9 人

3 0 ～

4 9 人

5 0 ～

9 9 人

1 0 0 人

以 上

出 向 ・

派 遣 従

業 者 の

み

事 業
所 数

1 , 0 3 4
カ 所

4 8 6
カ 所

2 2 3
カ 所

1 7 6
カ 所

6 0
カ 所

4 8
カ 所

1 9
カ 所

1 8
カ 所

4
カ 所

従 業
者 数

12 , 80 1
人

1 , 0 58
人

1 , 4 44
人

2 , 3 42
人

1 , 4 59
人

1 , 8 04
人

1 , 3 05
人

3 , 3 89
人

-

（ 平 成 2 6 年 経 済 セ ン サ ス - 基 礎 調 査 よ り ）

（ 平 成 2 6 年 経 済 セ ン サ ス - 基 礎 調 査 よ り ）     
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（６ ）高齢者の自殺者数

本町では、６ ０歳以 上の自 殺者の 割合は、平 成２４ 年か ら平成 ２８年 の５ 年間で 全

体の約 ４割を 占め ています 。 ６５ 歳以上高齢 者 の多く が無職で あり 、性・年 代別、同

居者の有無 につ いては次 のと おりとなっ てい ま す 。

性 別 年 齢 階 級
同 居 人 の 有 無 ( 人 数 ) 同 居 人 の 有 無 （ 割 合 ） 全 国 割 合

あ り な し あ り な し あ り な し

男 性

6 0 歳代 2 人 0 人 2 2 . 2 % 0 . 0 % 1 8 . 1 % 1 0 . 7 %

7 0 歳代 0 人 1 人 0 . 0 % 1 1 . 1 % 1 5 . 2 % 6 . 0 %

8 0 歳以上 0 人 0 人 0 . 0 % 0 . 0 % 1 0 . 0 % 3 . 3 %

女 性

6 0 歳代 0 人 0 人 0 . 0 % 0 . 0 % 1 0 . 0 % 3 . 3 %

7 0 歳代 2 人 0 人 2 2 . 2 % 0 . 0 % 9 . 1 % 3 . 7 %

8 0 歳以上 2 人 2 人 2 2 . 2 % 2 2 . 2 % 7 . 4 % 3 . 2 %

（ 自 殺 総 合 対 策 推 進 セ ン タ ー 「 地 域 自 殺 実 態 プ ロ フ ァ イ ル （ 2 0 1 7 ） 」 よ り ）

（７ ）発見地での自殺者数

本町で発見 された町外 に住居 を持つ 自殺者は 、平成２４ 年か ら平成 ２８年 まで の

５年間 で８人 となっ ていますが 、平 成２ ５年と平 成２６ 年に発 見された以 外に、 近年

での自殺 者はありま せん。                                         

H2 4 H2 5 H2 6 H2 7 H2 8 合計
集 計

( 発 見 地 / 住 居 地 )

発見地 5 人 7 人 6 人 6 人 6 人 3 0 人

比 較 1 3 6 ％

住居地 5 人 3 人 2 人 6 人 6 人 2 2 人

差 0 人 4 人 4 人 0 人 0 人 8 人 差 + 8

（ 自 殺 総 合 対 策 推 進 セ ン タ ー 「 地 域 自 殺 実 態 プ ロ フ ァ イ ル （ 2 0 1 7 ） 」 よ り ）

※ 発見地…利府町内 で 発見 され た 自殺者数 （ 町民以外も 含む ）

住居地…利府町に 居住 して い た （ 居住実態 があ った ）自殺者数
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２ 各種統計から見た町の現状

（１ ）高齢者関連資料

①高齢化率 の推移

  平成２４年 から 平成２ ７年ま での総人口と 高齢化率をみる と、どちらも増 加傾向 に

あります。

②世帯の状況

  高齢 者単 身 世帯 数、高 齢者 ２ 人暮 らし 世 帯数は 増 加傾 向 で推 移し てき て いま す 。

（宮城県高齢者人口調査より）

H24 H25 H26 H27 H28 H29

総人口 35,652人 36,103人 36,318人 36,330人 36,205人 36,220

高齢者数 5,995人 6,386人 6,806人 7,180人 7,511人 7,831

高齢化率 16.82% 17.69% 18.74% 19.76% 20.75% 21.62%

14.00%

15.00%

16.00%

17.00%

18.00%

19.00%

20.00%

21.00%

22.00%

23.00%

24.00%

0人

4,000人

8,000人

12,000人

16,000人

20,000人

24,000人

28,000人

32,000人

36,000人

40,000人

H24 H25 H26 H27 H28 H29

総人口 35,652人 36,103人 36,318人 36,330人 36,205人 36,220人

高齢者数 5,995人 6,386人 6,806人 7,180人 7,511人 7,831人

高齢化率 16.82% 17.69% 18.74% 19.76% 20.75% 21.62%

総世帯数 （Ａ） 12,165世帯 12,489世帯 12,785世帯 12,949世帯 13,091世帯 13,230世帯

高齢者のいる総世帯数 （Ｆ） 4,110世帯 4,336世帯 4,601世帯 4,885世帯 5,099世帯 5,242世帯

比率（Ｆ／Ａ） 33.79% 34.72% 35.99% 37.72% 38.95% 39.62%

高齢者単身世帯 （Ｂ） 728世帯 819世帯 912世帯 1,046世帯 1,106世帯 1,109世帯

比率（Ｂ／Ａ） 5.98% 6.56% 7.13% 8.08% 8.45% 8.38%

高齢者２人暮らし世帯 （Ｃ） 849世帯 947世帯 1,045世帯 1,166世帯 1,277世帯 1,384世帯

比率（Ｃ／Ａ） 6.98% 7.58% 8.17% 9.00% 9.75% 10.46%

高齢者３人以上世帯 （Ｄ） 24世帯 29世帯 37世帯 47世帯 48世帯 46世帯

比率（Ｄ／Ａ） 0.20% 0.23% 0.29% 0.36% 0.37% 0.35%

高齢者のいるその他世帯 （Ｅ） 2,509世帯 2,541世帯 2,607世帯 2,626世帯 2,668世帯 2,703世帯

比率（Ｅ／Ａ） 20.62% 20.35% 20.39% 20.28% 20.38% 20.43%

（宮城県高齢者人口調査より）
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③介護予防・日 常生活圏域 ニーズ調査結 果 から見え た現状等

●経済的に見 た現在 の暮らし 状 況で「 大変 苦しい」、「やや苦し い」と答え た方 の割

合は２ ８． ４％ でした。   

  

●週に１ 回以上の 外出 を「ほ とんどしない 」と 答えた方 の割合は ６． ３％ でした。

  

●地域活動に 「是非参加し たい」、「 参加して も良い」 と答えた 方の割 合は５ ８．

８％でし た。

  

介護予防・日常 生活圏域ニー ズ調査

平成２９ 年２月 に利府 町に居 住する６ ５歳以 上の介護未 認定の方 と要支援認

定者２，０ ０ ０人 を対象とし 実施し た調査。
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（２ ）生活困窮者関連資料

①生活相談受付 数

②生活保護受給 状況

●被保護世帯数 ・人員

●被保護世帯内 訳

③就学援助

●要保護及び 準要保護児童 生徒就学援 助費 （ひとり親 ・低所得世 帯等へ の援助）

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

相談数 50件 48件 50件 53件 46件 38件

（福祉班より）

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

世帯数 81世帯 85世帯 81世帯 97世帯 73世帯 76世帯

人員 131人 135人 123人 107人 97人 106人

（宮城県保健福祉事務所より）

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

高齢者世帯 39世帯 40世帯 42世帯 41世帯 43世帯 43世帯

母子世帯 4世帯 3世帯 3世帯 2世帯 2世帯 3世帯

障害者世帯 4世帯 6世帯 4世帯 6世帯 7世帯 9世帯

傷病者世帯 6世帯 6世帯 8世帯 8世帯 6世帯 6世帯

その他世帯 28世帯 30世帯 24世帯 19世帯 15世帯 15世帯

　　　　　　　　　（宮城県保健福祉事務所より）

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

人数 214人 172人 173人 162人 140人 145人

実績額 14,438,886円 11,156,541円 11,286,015円 12,459,925円 10,851,414円 12,232,011円

（学校教育班より）
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（３ ）働き盛り世代関連資料

①就業状況

全 労 働 人 口 に 占 め る 産 業 分 類 別 で は 、 「 卸 売 業 、 小 売 業 」 の 割 合 が 一 番 高 く

１８． ６％と なって います 。続い て、「製造業 （１ １．８％ ）」、「建設業 （１ １．１ ％）」、

「医療福祉（ １ １．１％） 」の順 となっ ています。

ま た 、 全 労 働 人口 に 占 め る ６ ５ 歳 以 上 の高 齢者 の 割 合 は ８ ． ５ ％ と なっ て い ま す 。

こ のうち、 「建 設業 」 に従 事し て いる 割合 が最 も 多く ２ ２ ９人（ １ ５． ４ ％） と なっ て おり 、

続 い て 、 「 サ ー ビ ス 業 （ １ ４ ． ０ ％ ） 」 、 「 卸 売 業 、 小 売 業 （ １ ２ ． ５ ％ ） 」 、 「 農 業 （

１０． ４％）」 の順と なって います 。

人数 割合 人数
全労働人
口に占める
割合

６５歳以上
労働人口に
占める割合

17,643人 100.0% 1,491人 8.5% 100.0%

農業 305人 1.7% 155人 0.9% 10.4%

林業 7人 0.0% 1人 0.0% 0.1%

漁業 24人 0.1% 10人 0.1% 0.7%

鉱業、採石業、砂利採取業 3人 0.0% 1人 0.0% 0.1%

建設業 1,950人 11.1% 229人 1.3% 15.4%

製造業 2,077人 11.8% 109人 0.6% 7.3%

電気・ガス・熱供給・水道業 139人 0.8% 4人 0.0% 0.3%

情報通信業 332人 1.9% 12人 0.1% 0.8%

運輸業、郵便業 1,463人 8.3% 134人 0.8% 9.0%

卸売業、小売業 3,282人 18.6% 186人 1.1% 12.5%

金融業、保険業 327人 1.9% 15人 0.1% 1.0%

不動産業、物品賃貸業 298人 1.7% 47人 0.3% 3.2%

学術研究専門技術・技術サービス業 499人 2.8% 44人 0.2% 3.0%

宿泊業、飲食サービス行 892人 5.1% 69人 0.4% 4.6%

生活関連サービス業、娯楽業 669人 3.8% 60人 0.3% 4.0%

教育、学習支援業 1,002人 5.7% 58人 0.3% 3.9%

医療福祉 1,958人 11.1% 77人 0.4% 5.2%

複合サービス事業 118人 0.7% 3人 0.0% 0.2%

サービス業 1,223人 6.9% 209人 1.2% 14.0%

公務 854人 4.8% 36人 0.2% 2.4%

その他 221人 1.3% 32人 0.2% 2.1%

第
３
次

産業分類別

６５歳以上労働人口

（利府町統計書より）

総数

全労働人口

第
１
次

第
２
次
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（ ４ ） 子ど も・ 若者関 連資料

①出生数と総人 口に占 める子ど も（１ ５歳未 満 ）の割合

本町の出生 数は年間 ３０ ０人前後 で推移し て おり、ここ 数年は横ば い状況と な

っています 。ま た、子どもの 割合に つい ては、 全国や県平均と 比べ、 比較 的高い

数値となっ ており、若 い子育 て世代が多 い こと が判断できます。

ア 出生数                                   

年 H2 4 H2 5 H2 6 H2 7 H2 8

利府町 3 1 5 人 2 8 5 人 2 9 9 人 2 7 8 人 2 9 4 人

（ 子 ども 未 来 班 よ り ）

イ 合計特殊出 生率                                 

ウ 総人口に占め る子ども( １ ５歳未満 )の割合            

                                        

年度 H2 4 H2 5 H2 6 H2 7 H2 8

全国 1 . 4 1 1 . 4 3 1 . 4 2 1 . 4 5 1 . 4 4

宮城県 1 . 3 0 1 . 3 4 1 . 3 0 1 . 3 6 1 . 3 4

利府町 1 . 3 7 1 . 3 2 1 . 3 2 1 . 3 1 1 . 3 4

※合計特殊出生率 は 、 １５歳 から ４９歳 まで の 女性 の 出生率を 合計した も

の で 、人口統計上 の 指標 と して 将来 の 人口予測 などに 用 い ら れ て い る。死

亡率を 含 め て 考えると 、合計特殊出生 率 が２ ．０ ７以上 で あ るこ と が現在

の 人口を 維持 す るた め の 必要条件 と い わ れ る。

（ 子 ども 未 来 班 よ り）

年度 H2 4 H2 5 H2 6 H2 7 H2 8

全国 1 3 . 0 % 1 2 . 9 % 1 2 . 8 % 1 2 . 5 % 1 2 . 4 %

宮城県 1 3 . 0 % 1 2 . 9 % 1 2 . 7 % 1 2 . 4 % 1 2 . 2 %

利府町 1 6 . 0 % 1 5 . 7 % 1 5 . 7 % 1 5 . 6 % 1 5 . 4 %

※全国 、宮城県は 各年 １０月１日 現在 、本町分 は 各年 ９月３０日 現 在

※総人口 は外国人 を含む 。

（ 子 ども 未 来 班 よ り ）
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② 小学校就学児童 数の推移

（ 学 校 教 育 班 よ り ）

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

利府
小学校

利府第二
小学校

利府第三
小学校

しらかし台
小学校
青山

小学校
菅谷台
小学校

323人

351人

323人 358人 384人 385人 396人

341人 344人 333人

277人 286人 291人

354人 370人

638人 614人 607人 582人584人

355人

334人

416人

363人 370人 364人

308人 289人

416人 400人 359人 333人

602人 633人

2,330人合計

380人

390人

290人

335人

317人

2,294人

416人

2,363人 2,359人 2,407人 2,404人 2,342人

347人 341人
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３ 自殺対策の課題

自殺対策計画 の策定 に必要とされ る、地域の実態の分析 及び地域 の課題 の把握

のた めの「 地域自殺実 態プロファイル 」か らは、次のような本町 の特性や 課題が示さ

れています 。

〇自殺率は、平成 ２４年 から 平成２ ８年ま で の５年間 の平均が １２． ２％ で全国や宮

城県よりも低 いが、近年は増 加の傾向 にあ る。

〇男性は、 ４ ０歳か ら５ ９歳ま で の働き盛りの 年代に自殺 者が多 くなって いる。 失業や

職場の人間 関係などが要 因となっ ている 。

〇女性は、 家族と同居 の無職 者に自 殺者が多 い。さら に７ ０歳以上 の高齢 者に自殺

者が多く なって いる。

〇男女とも に、うつ病によ る 悩み・影響 を原因 、動機とする自殺も多 く、うつ病 に至る

までの 危機経路 にも着 目する必要が ある。（平 均４つ の要因が連 鎖する中で自 殺

が起きて いる。）

上記のデータ分析により、本 町では、「 高 齢 者」 ・「 生活困 窮者 」・ 「無職 者・ 失業

者 」・ 「勤務 ・経 営」 に係る自殺対策の 取り組みが重点課題とし て挙げ られ ています。

また、本町の 特性として 子ども の割合（ １５ 歳 未満）が全国 平均に比 べ高 く、 子ども

のいじめや 不登校、若者 の自殺 など の社会 問 題への未 然防止対策 が求め られるこ と

から「 子 ども ・若 者」 への取り組み につい て も、本町独自の課題として 追加整理し、次

の４つ を本町 の重要 項目とし 、それぞれ の課題 に係る施策 を推進し ていきます 。

【参考】重点課題の整理

【重点課題 の ほか町独 自 の 対策 】

国 の パ ッ ケー ジから 示 され た

重点課題 利府町 の 重点 項目

勤務・経営

生活困窮者

無職者・失業者

子ども・若者

高齢者

働き盛り世代

生活困窮者

子ども・若者

高齢者
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第３章 自殺対策の基本的な考え方

1 基本理念

自殺総合対策大 綱では、 自殺 対策の本質が 生きること の支援 である こと を改め て

確認し、「いのち 支える自殺対策 」という 理 念を前面に打ち出し て、「誰 も自殺 に追い

込まれること のな い社会 の実現」 を目指すとし ています 。本町 にお い ても、「～ 誰も自

殺 に 追 い 込 ま れ る こ と の な い “ い の ち 支 え 合 う ” 利 府 町 を め ざ し て ～ 」 を 基 本 理 念 と し 、

全庁的連携 のもと、関係 機関・団 体との 連携を図りながら、 自 殺対策 を推進し ていき

ます 。

～誰も自殺に追い込まれることのない

     “いのち支え合う”利府町をめざして～

２ 基本体系

本町の自殺 対策計画 の基本的 な考え方は、 自殺総合対策大 綱に おける基本理 念の

基に、国が定 める「地域 自殺対策政 策パ ッケ ージ 」にお いて、全 ての 自治体 で取り組

むこと が望ましい とされた ５つ の「基本施 策」と 、地域の自殺 の実態 を詳細 に分析した

地域自殺実態プロファイ ル により示された４つ の「重点項 目」 を組み 合わせ、 地域 の

特性に応じた 実効性 の高い施 策を推 進してい きます 。また、庁内の多 様な既存 事業

を生きるこ とを 支える取り組みと位 置付け、より 包括的・全庁的 に自殺 対策を推進し

ていきます 。

基本理念
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５ つ の「 基本施 策」

（１）地 域に おけるネ ットワークの 強化

（２）自 殺対策 を支える人材 の育成

（３）町 民へ の啓発と周 知

（４）生きる こと の促進要 因への 支援

（５）児 童生徒 の SO S の出し方 に関する教育

４ つ の「 重点項 目」

①高齢者へ の支援と 対策

②生活困窮者 への支援 と対策

③働き盛り世代へ の支援 と対策

④子ども・若者 への 支援と対策

重点項目①

高齢者への支

援と対策

基本施策（１）

地域における

ネットワークの

強化

基本施策（２）

自殺対策を

支える人材の

育成

基本施策（３）

町民への啓

発と周知

基本施策（４）

生きることの

促進要因へ

の支援

基本施策（５）

児童生徒の

ＳＯＳの出し

方に関する

重点項目②

生活困窮者へ

の支援と対策

重点項目③

働き盛り世代へ

の支援と対策

重点項目④

子ども・若者へ

の支援と対策
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第４章 自殺対策における取り組み

１ ５つの基本施策

５つの 基本施策とは、国 が示した「 地域自殺対 策政策パ ッケージ 」に おい て、すべ

ての市 町村が共通し て取り組 む必要 があると さ れており、地域 で自殺 対策を進める上

で欠かす ことが できない 基盤的な 取り組み とな ります 。

（１ ）地域におけるネットワ ークの強化

自殺の多 くは、家庭や学校、職 場の問 題、 健 康問題などの 様々な要 因が関係し

ている もの であり、 それら に適切 に対応する た めには、地域 の多様 な関係者 が連携、

協力して、実効性 のある施 策を推進して いく こ とが大変重要と なります 。こ のた め、自

殺対策に係る 相談支援機 関等の 連携を 図り、 ネットワーク の強化 を進め ます。

【主な取り組み・担当部署】

利府町自殺対策推進本部の設置

利府町役場内において、全庁を挙げて横断的な自殺対策に取り

組むため、町長をトップとした全所属長で構成する推進本部と、専

門的な検討及び調査を行い、自殺対策事業の円滑かつ効率的な

推進に資するため、ワーキンググループを設置します。

健康づくり班

行政区長会議、民生委員会議における普及促進

各地域における会議等において、本町の自殺の現状と対策につ

いての情報提供や、身近な人の変化を察知し専門機関につなぐこ

とができるゲートキーパーの役割について啓発し、住民同士で支

え合いと見守りができる体制づくりを推進します。

福祉班

地域協働班

利府町いじめ問題対策連絡協議会との連携

利府町いじめ防止基本方針に基づき、児童生徒のいじめの防

止、早期発見及びいじめへの対処に関する対策を推進するととも

に、資料による啓発や研修の実施などにより、構成団体との自殺対

策の情報共有を図ります。

学校教育班

５ つ の「 基本施 策」

（１）地 域に おけるネ ットワークの 強化

（２）自 殺対策 を支える人材 の育成

（３）町 民へ の啓発と周 知

（４）生きる こと の促進要 因への 支援

（５）児 童生徒 の SO S の出し方 に関する教育
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【評価指標】

指標の内容 現状値 目標値等

利府町自殺対策 推進本部会 議開催

回数
４回／年

（策定時）
１回以上／ 年

利府町自殺対策 ネッ トワーク会議開催

回数 未実施 １回／年

（２ ）自殺対策を支える人材の育成

自殺の リスクの高 い人の早 期発見と早 期対応 のた め、 自殺の危 険を 示すサインに

気づき、話を聴 いて、 見 守りなが ら必要 な相談 、 支援機関につ なぐ役割 を担う人材

（ゲートキーパー 等 ）の養成 を進 めます。また、 地域の人的 資源の連 携を調整し、包

括的な支援 の仕組み を構築する役割 を担う人 材養成や関係機 関の相談 員の資 質

向上を図り ます 。

【主な取り組み・担当部署】

利府町子ど もの保護に関する地域協議会における普及啓発

児童虐待は、子どもの心身の発達と人格の形成に重大な影響を

与え、自殺のリスク要因となり得るとの認識のもと、情報共有を図る

と と もに 、 「児童虐待防止推進月間 」等の機会を活用しながら広

報・啓発を図ります。

子ども未来班

利府町自殺対策ネットワ ーク会議の設置

保健、医療、福祉、職域、教育、民間ボランティア等の幅広い関

係機関や団体で構成される会議であり、生活支援は自殺対策であ

るという観点を持ち、関係機関が連携し、役割分担を明確にして対

象者が抱える複合的課題に関する具体的な対応策を協議検討しま

す。

健康づくり班

（町民対象）ゲートキーパー養成講座及びフォローアップ研修会の開催

住民に身近な地区レベルで多くの人材が必要とされており、町民

向けの養成講座を開催して地区レベルでの人材確保を図ります。

健康づくり班

（関係団体対象）ゲートキーパー研修の開催

地域住民に身近な存在である民生児童委員をはじめ、保健協力

員、食生活改善推進員、介護支援専門員、保育士等を対象に研修

会を開催し、人材確保を図ります。

健康づくり班

福祉班

長寿介護班

学校教育班

子ども支援班
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【評価指標】

指標の内容 現状値 目標値等

ゲートキーパー 養成講 座及びフォロー

アップ 研修会の開 催回数 １回／年 ２回／年

町職員のゲート キーパー研修 の受講者

割合 未実施 全職員の ５０ ％以上

※悩みを抱え ている 方 を地 域で支える 人材 を、本町では「 ここ ろのサ ポーター」と称し

ております が、本計画 では国に 合わせ「ゲート キーパー 」と表 記して おります 。

（３ ）町民への啓発と周知

自殺を考え てい る人は悩みなが ら もサインを発 しています 。自殺 を防ぐ ため には、こ

のようなサイン を発して いる本人や そのサ イン に気づい た周り の人が気 軽に悩み を相

談できる体制が 十分に 周知され ている ことが重 要です 。こ のた め、地域、 職場及び 学

校等にお い て、こ ころ の健康 に関する相談窓 口の周知活 動を徹 底し、早い段階 で専

門機関につ なげ てい く体制 を整え ます 。また、 いまだに自殺 や精神疾患 に対する誤っ

た認 識 が根 強 く 残っ て おり、 引き 続き 正し い 認 識 を広 げ る た め の啓 発活 動 が必 要 です 。

【主な取り組み・担当部署】

（教職員対象）ゲートキーパー研修 の開催

児童生徒と日々接している教職員に対し、子どもが出したＳＯＳのサ

インについていち早く気づき、どのように受け止めるかなどについての

理解を深めるための研修会を開催します。

学校教育班

（企業対象）小規模事業所の管理職向けゲートキーパー研修の開催

町内の勤労者の多くが小規模事業所に勤務している状況にあるた

め、その管理職等を職場のゲートキーパーと位置づけ、従業員のメン

タルヘルスに関する研修会を開催します。

健康づくり班

商工観光班

（町職員対象）ゲートキーパー研修 の開催

庁内の窓口業務や相談、徴収業務等の際に、早期発見のサインに

気づくことができるよう、また、全庁的な取り組み意識を高めるため、管

理職を含め、全職員を対象とした研修会を開催します。

健康づくり班

総務管理班

リーフレット・啓発グッズの作成と配布

相談窓口一覧を記したチラシと、こころのチェックカード入りのポケッ

トティッシュ等の配布を行い、自殺予防と早期発見の啓発を行います。
全班
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【評価指標】

指標の内容 現状値 目標値等

町広報紙で の啓発回 数 1回／年 2回／年

「ここ ろ の体温計 」の利用 件数
9 ,169件／年

(Ｈ30 . 11末現在 )
11 ,000 件／年

（４ ）生きることの促進要因への支援

自殺対策は、個人 にお いて も社会 にお いて も、 「生きること の阻害要 因」 を減らす 取り

組み に加えて、 「生きるこ との促進 要因」 を増 やす 取り組み を行うこ とにより、 自殺 リスク

を低下さ せる方向 で推進して いく 必要が ありま す 。このた め、具体的 には、生活上 の困

り事を察知し関係 者連携 で解決 を図る支援、 自殺未遂者や遺 された人 への支 援や孤

立を防ぐ ため の居場所 づくり、うつ病等 のスクリ ーニング 事業などを進 めて いきます。

広報媒体を活用した 啓発活動

町の広報紙やホームページに、自殺対策強化月間（３月）や自殺予

防週間（９月）等に合わせて、自殺対策の情報を掲載し、施策の周知と

理解促進を図ります。

町のホームページでは、セルフチェックができるこころの体温計や、

こころの健康関連の専門サイトへのリンクなど、情報内容を充実して啓

発活動を強化します。

総務管理班

健康づくり班

出前講座や イベント等での啓発活動の実施

健康福祉等に関するイベント会場において、周知グッズの配布や相

談コーナーの開設等を行い、啓発を強化します。また、町民向けの出

前講座において、ゲートキーパーや自殺とうつ病・アルコールとの関

連、メンタルセルフケアの方法等について学ぶ機会を増やします。

健康づくり班

各種会議等での啓発活動の実施

各種会議、総会、式典等において、チラシやパンフレットを配布し、

町民が抱える問題や自殺の危機等に関する情報を提供することで、理

解を深めてもらう機会とします。

全班

「こころの体温計」での啓発活動の実施

パソコンや携帯電話を使って、簡単にストレス度や落ち込み度を気

軽にチェックできるメンタルチェックシステム「こころの体温計」の活用

を図ります。早期に家族や本人のこころの健康に関するストレスチェッ

クを行うことで、早い段階で専門機関につなげていけるよう周知を図り

ます。

健康づくり班
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【主な取り組み・担当部署】

うつ病等のスクリーニングの充実

地区健康相談や、一人二人暮らし高齢者訪問の機会を活用し

て、うつ等の可能性のある人の早期発見に努め、個別の支援につ

なげます。また、不安の強い妊婦や出産後間もない産婦について

は、産後うつ等の早期発見のため、産後うつスクリーニングや個別

面談を実施して、初期段階における支援につなげます。

健康づくり班

福祉班

長寿介護班

生活における困りごと相談の充実

それぞれの年代や生活状況によって生じてくる様々な困りごと

（健康、子育て、介護、生活困窮、DV、住まい等）に応じて、緊密

な連携を図りながら相談対応と問題解決に当たります。

健康づくり班

福祉班

長寿介護班

施設管理班

障がい者地域活動支援センタ ー事業の実施

外出して人と接することや日常生活の訓練を通して社会参加し

ていくことを目的とした事業を継続し、社会生活上のストレスとうまく

つき合い生活できるよう支援を行います。

福祉班

保健師による相談事業の実施

訪問、来所、電話などによる相談や心の健康や精神疾患の正し

い知識の普及啓発等により、精神疾患を抱える本人やその家族へ

の支援を行います。

健康づくり班

高齢者の居場所づくりの推進

高齢者が住み慣れた地域で健康でいきいきとした生活を送るこ

とができるよう、自由に集い、交流することを通じて、高齢者の孤立

化や閉じこもりの防止に努めます。また、地域の住民や団体が主体

となって設置運営している地域における身近な居場所づくりの活動

等に要する経費について補助金を交付する高齢者居場所づくり活

動支援事業などに取り組みます。

長寿介護班

うつ病以外の精神疾患等のハイリスク 者対策の推進

うつ病以外の精神疾患である統合失調症、アルコール依存症等

の自殺の危険因子を抱えたハイリスク者に対する継続的な治療・援

助体制や、地域での関係機関・団体の連携体制を強化します。

健康づくり班

身体の病気に関 する悩みに対する支援

生活習慣病、難病、がん、認知症といった健康問題の背景にう

つ病などの精神疾患が隠れている場合があることから、地域の医

療機関やその他の関係機関と連携し、身体面・経済面などの不安

感の軽減を図ります。

健康づくり班

福祉班

長寿介護班

心のケアハウ ス事業の実施

登校が困難な状況になっている児童生徒及び保護者に対し、学

校復帰や社会的自立を目指す居場所づくりを目的として心のケア

ハウス事業を実施します。

学校教育班
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【評価指標】

指標の内容 現状値 目標値等

生活相談件数 ３１件 （H3 0 . 1 1 現在 ） ４５件 ／年

高齢者の居 場所づく り活動支援 事業の

実施団体数
６団体／年 １０団 体／年

（５ ）児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育

いじめを 苦にした 児童生徒 の自殺が 大きな社 会問題となる 中、平成２ ８年 ４月の 自

殺対策基本法 の改正 では、学校に おける ＳＯＳ の出し方教育 の推進が盛 り込まれまし

た。この ため 本町で も、児童生徒 が命の 大切さ を実感 できる教育だけで なく、命 や暮

らしの危機 に直面した とき、誰にどうやって 助け を求めれ ばよいか の具体的 かつ実践

的な方法 を学ぶ と同時 に、つら い時や苦しい 時には助け を求 めて もよいと いうこと を学

ぶ教育（ＳＯＳ の出し方教育 ）を 行うこと により、 直面する問題に対 処する力やラ イフス

キル を身に 付けるこ とができるよう取り 組みま す。

【主な取り組み・担当部署】

災害被災者への支援

大規模災害の被災者は、さまざまなストレス要因を抱えることに

なるため、孤立防止や心のケアのみならず、生活再建に向けた支

援を中長期にわたって実施します。

健康づくり班

遺された人への支援

自殺により残された家族は相当深刻な影響を受けていることが

多く、県で実施する支援などの周知に努めるとともに個別の支援を

行います。

健康づくり班

ＳＯＳの出し方に関する教育の実施

小・中学校において、道徳の授業等を通して、命の大切さを実

感できる教育の取り組みを行うとともに、いじめ等のさまざまな困難

やストレスに直面した際に、信頼できる大人や相談機関に早めに

助けの声を上げられるよう、具体的かつ実践的な教育を行います。

学校教育班

教職員向けゲートキーパー研修の実施（ 再掲）

児童生徒と日々接している教職員に対し、子どもが出したＳＯＳ

のサインについていち早く気づき、どのように受け止めるかなどに

ついての理解を深めるための研修会を開催します。

学校教育班
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【評価指標】

指標の内容 現状値 目標値等

S0S の 出 し 方 に 関 す る 教 育 の 実 施 学 校

数
未実施 町内小中学校全 校

保護者向けＳＯＳの 気づきの啓発

児童生徒の保護者に対し、子どもが出したＳＯＳのサインについ

ていち早く気づき、どのように受け止め対処するかについて、理解

を深めるための啓発パンフレットを作成し配布します。

学校教育班

健康づくり班

学校への専門家の派遣

各学校へスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの

派遣を行い、学校生活やこころの健康に関する相談を受ける体制

の充実を図ります。

学校教育班

心のケアハウ ス事業の実施（再掲）

登校が困難な状況になっている児童生徒及び保護者に対し、学

校復帰や社会的自立を目指す居場所づくりを目的として心のケア

ハウス事業を実施します。

学校教育班
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２ ４つの重点項目

地域の自殺の実態を詳細に分析した「地域自殺実態プロファイル」により、本

町が取り組む必要があるとされた 項目と 、本町の地域の特性を組み合わせ、地

域独自に進める実効性の高い取り組みを進めるため、４つ の重点項目を掲げま

す。

（１）高齢者への支援と対策

高齢者の自 殺につ いては、閉じ こもり や抑うつ 状態から孤 立・孤独 に陥りやす いとい

った高齢者特有 の課題 を踏まえ つつ、さまざま な背景や価値 観に対 応した支援、働

きかけが必要 です 。本町では、行 政サービス、民間事業所サービス 、民間団体 の支

援等を適切 に活用し、高齢 者の孤立 ・孤独 を 防ぐため の居場 所づくり、社 会参加の 強

化といった生きる こと の包括的 支援として の施 策の推進 を図ります 。

【主な取り組み・担当部署】

地域での気づきと見守り体制の 構築

地域の身近な支援者（民生委員、保健協力員、行政区長等）

が、地域の「ゲートキーパー」となることにより、さまざまな悩みのた

めに自殺のリスクを抱えている高齢者を早期に発見し、適切な支援

機関につなぐとともに、その後の見守りを続けていく体制を構築し

ます。

健康づくり班

福祉班

長寿介護班

地域協働班

閉じこもり対策の推進（介護予防事業の 実施）

高齢者が、自宅に閉じこもらずに戸外に出かけ、地域の人との交

流等により生きがいを感じられるよう、地域の行事や地区サロン等

の居場所への参加を勧め、必要な時に適切な支援につなげるよう

対策を進めます。

長寿介護班

健康教室での啓発活動

高齢者を対象とした健康教室において、自殺とうつ病・アルコー

ルとの関連やメンタルセルフケアの方法等について学ぶ機会を増

やします。

長寿介護班

４ つ の「 重点項 目」

①高齢者へ の支援と 対策

②生活困窮者 への支援 と対策

③働き盛り世代へ の支援 と対策

④子ども・若者 への 支援と対策
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【評価指標】

指標の内容 現状値 目標値等

高齢者の居 場所づく り活動支援 事業の

実施団体数（再 掲）
6団体／年 10 団体／年

（２）生活困窮者への支援と対策

生活困窮者は その背景 として、虐待、性暴 力 被害、依存症、性的マ イノ リ ティ、知

的障害、発達障害、精神 疾患、被災避難、介 護、多重債務、労働等 の多様か つ広

範な問題 を、複合的 に抱え ている ことが多 く、 経済的困窮 に加えて 社会か ら孤立しや

すいという 傾向が あります。 ま た、 生活困窮者 の中には 自殺の リスクを 抱えて いる 人が

少なく ない状況 を踏 まえ、生活困窮者 自立支 援法による自立 相談支援事 業と連動さ

せて効果 的な対策 を進 め ていきます 。

【主な取り組み・担当部署】

地区健康相談や 一人二人暮らし高齢者訪問におけるうつ スクリーニングの充実

町が実施する地区健康相談や一人二人暮らし高齢者訪問にお

いて、うつスクリーニングを行い、リスクの早期発見と個別支援につ

なげます。

長寿介護班

介護問題を抱 える家族の支援体制の構築

介護ストレスを抱える家族の悩みを察知し、支援者で寄り添い、

悩みの解決を目指します。介護施設職員を対象としたゲートキー

パー養成講座の開催により、施設を利用する高齢者のうつ病等の

リスクの早期発見と個別支援につなげます。

長寿介護班

高齢者の生きがいづくりの推進

地域で活動している老人クラブやシルバー人材センターに対す

る活動支援のほか、高齢者が生涯にわたって学習意欲を持ち、自

己実現を支援することを目的とした事業を実施します。

長寿介護班

訪問調査等を通した 本人・世帯状況の把握

介護認定調査等の訪問機会を通して、高齢者本人やその家族

を取り巻く状況を把握し、支援が必要と思われる場合には、それぞ

れの支援機関につなぐ役割を果たします。

長寿介護班

包括的な相談支援体制の充実

地域づくり推進事業において、生活困窮者等へ対する包括的な

支援体制の充実を図り、関係者との連携により、自殺のリスクを抱え

た人への「生きることへの包括的な支援」を実施します。

健康づくり班

福祉班

長寿介護班
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【評価指標】

指標の内容 現状値 目標値等

生活相談件数（ 再掲） ３１件 ( Ｈ ３０ . １ １ 現在) ４５件 ／年

（ ３ ）働き 盛り世 代へ の支 援と対 策

働き盛りの男性は、心 理的、社会的 にも負 担 を抱える ことが多 く、また過 労、失業、

病気、親の介護 等により、心 の健康 を損な いや すいとされて います 。本町 では 、平成

２４年 から 平成２ ８年ま での 自殺者 の男性 １３ 人のうち、有職者は ７人で ５ ３．８％ を占

め、 そのうち ２０ 歳か ら５ ９歳ま での働き 盛り世 代は１ ０人で、全自 殺者数 の４ ２．４％

となって いるこ とから、勤 務問題 に係る自殺対 策に取り組 むこ とが主要 な課題と なっ

ています 。

特 に 、 町 内 の 事 業 所 は 、 職 場 の ス ト レ ス チ ェ ッ ク が 義 務 付 け ら れ て い な い 従 業 員

５０人 未満の小規模事業 所が全体 の８ ５． ６ ％ を占め て おり、 勤労者 の６ ３．３％ が小

規模事業所 に勤務して いる状況 にあり ます 。こ のた め、町として も積極的 に職域や 事

業所との連 携を図り、小 規模事業所 に勤務す る従業員や管理監 督者に 対するメンタ

ルヘ ルスの取り組み につい て、 産業保 健と協 力しながら、地域 保健として も推進し て

いきます 。

【主な取り組み・担当部署】

医療費助成制度や就学援助制度の実施

各種制度の実施を通して、医療費や教育費の負担の軽減を図り

ます。また、必要に応じて、対象範囲や実施方法の検討を行いま

す。

保険年金班

学校教育班

生活困窮者の把握と支援

町税及び各種料金徴収業務と連携した納税相談等から把握した

生活問題について、関係機関と連携し生活困窮者の把握とその支

援を行います。

収納対策班

学校教育班

子ども支援班

子ども未来班

小規模事業所の 管理職向けゲートキーパー研修の開催（再掲）

町内の勤労者の多くが小規模事業所に勤務している状況にあるた

め、その管理職等を職場のゲートキーパーと位置づけ、従業員のメン

タルヘルスに関する研修会を開催します。

健康づくり班

商工観光班
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【評価指標】

指標の内容 現状値 目標値等

小規模事業所 の管理者向 けのゲート キ

ーパー研修の実 施回数
未実施 １回／年

( 4 )  子ど も・ 若者 へ の支援 と対策

子ども、若者の自 殺につ い ては、平成２ ４年 か ら平成 ２８年 まで の５ 年間で ２ ０歳未

満は発生して いません が、子ども人口 (１ ５歳 未満)の割 合が、 全国や県 と比べ、非 常

に高い数 値となっ ています 。 この年 代は、成長 発達過程で あり 、思春期や 不登校、い

じめなどといっ た子ども・ 若者特有 の課題 を踏 まえつつ、さまざまな 背景や価値 観に

対応した支援、働きかけ を行 います 。

【主な取り組み・担当部署】

小規模事業所の 勤労者への 啓発事業の強化

町内の小規模事業所の勤労者を対象として、うつ病や睡眠障害、

飲酒リスク等に係る啓発事業を行います。

働き盛り世代を主な対象とする、町の広報等を利用した、うつ病や

睡眠障害、飲酒リスク等に係る啓発事業により、こころの健康リスクの

早期発見を進めます。

健康づくり班

商工観光班

家族等の気づきの促進と普及啓発

悩みを抱えた勤労者の心身の変調に、家族等の身近な人がいち早

く気づくことができるよう、うつ病や自殺の危険を示すサインへの気づ

き方や、適切な相談窓口についての普及啓発を進めます。

健康づくり班

ＳＯＳの出し方に関する教育の実施（再掲）

小・中学校において、道徳の授業等を通して、命の大切さを実感で

きる教育の取り組みを行うとともに、いじめ等のさまざまな困難やスト

レスに直面した際に、信頼できる大人や相談機関に早めに助けの声

を上げられるよう、具体的かつ実践的な教育を行います。

学校教育班

子どもや保護者に 関わる職種を対象としたゲートキーパー研修の実施

保育所・認定こども園、児童館、児童クラブ、小・中学校の職員等

を対象に子どものＳＯＳに気づき、対応できる技術をつける研修会を

実施します。

学校教育班

健康づくり班

子ども支援班

子ども未来班
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【評価指標】

指標の内容 現状値 目標値等

S0Sの出し方に関する 教育の実 施学校

数（再掲）
未実施 町内小中学校全 校

生活状況に応じた対応策の推進

若年層が抱えるさまざまな問題（不登校、就労問題、人間関係、い

じめ、ひきこもり、虐待等）に対し、心のケアハウス、ひきこもり・思春

期こころの相談、自立支援センター等の相談支援機関との連携を強

化し、社会参加や就労等の個別支援を推進します。

学校教育班

健康づくり班

福祉班

児童生徒の居場所づくりの 推進

孤立しがちな児童生徒や、生活困窮世帯の子どもを対象とした居

場所を兼ねた学習支援事業や子ども食堂の取り組み等を通じて、子

どもたちの心の健康リスクの早期発見に努めます。

学校教育班

健康づくり班

福祉班

子ども未来班

生涯学習振興班

ＳＯＳ相談カード等の配布

すべての児童生徒に対して、無料で相談できるＳＯＳ相談窓口カ

ードを配布して、リスクの回避を図ります。

学校教育班

心のケアハウ ス事業の実施（再掲）

登校が困難な状況になっている児童生徒及び保護者に対し、学校

復帰や社会的自立を目指す居場所づくりを目的として心のケアハウ

ス事業を実施します。

学校教育班

成人式など のイベント時の啓発活動

こころの健康づくり及び心配ごとの各種相談窓口リーフレット等を

配布し、自分自身及び周囲の人のメンタルヘルスに関心を持つよう普

及啓発を行います。

生涯学習振興班

健康づくり班

地方総合戦略推進事業

（利府町まち・ひと・しごと創造ステーション運営等業務）
利府駅前に整備したｔ ｓｕｍ ｉ ｋ ｉを拠点に、町への愛着の醸成やソー

シャルビジネス等の創出、地域課題の解決に向け、地域経済の好循

環を創出できる人材の発掘・育成等を図ります。

政策班
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３ 評価指標

本計画の主 な評価指 標を次 表のと おり掲 げ、 毎年度、その 進捗状況 を検証 ・評価

し、利府町自殺対策推進 本部会議、利府町 自 殺対策ネ ットワーク 会議 に報告 の上、

その後 の取り組み に つい ての 協議を行い、ＰＤ ＣＡサ イクル により計画 を推進し ていき

ます 。

※現状値は、平成 ３０年 度実績見込み （ 平成 ３０年 １ ２月末時点 から 推定） による。

主な 施策分野 指標の内容 現状値 目標値等

基

本

施

策

1 地域 に お ける

ネ ッ トワー クの

強化

利 府 町 自 殺 対 策 推 進 本 部 会

議開催回数

４ 回／ 年

（ 策定時）
１ 回以上 ／年

利 府 町 自 殺 対 策 ネ ッ ト ワ ー ク 会

議開催回数
未実施 1 回／年

２ 自殺対策 を支

える人材の 育

成

ゲ ー ト キ ー パ ー 養 成 講 座 及 び

フ ォ ロ ー ア ッ プ 研 修 会 の 開 催

回数

1 回／年 2 回／年

町 職 員 の ゲ ー ト キ ー パ ー 研 修

の 受講者割合
未実施

全職員 の

５０％以上

３ 町民 への 啓発

と 周知 町広報紙で の 啓発 回数 1 回／年 2 回／年

「こ こ ろ の 体温計」 の 利用件数 9 , 1 6 9 件 ／ 年 11 , 00 0 件 ／ 年

４ 生きるこ と の 促

進要因への 支

援

生活相談件数
３１件

( H 3 0 . 1 1 現 在 )
4 5 件 ／年

高 齢 者 の 居 場 所 づ く り 活 動 支

援事業の 実施団体 数
６ 団体／ 年 1 0 団体 ／年

５ 児童生徒 の

S OS の 出し 方に

関す る 教育

S 0 S の 出 し 方 に 関 す る 教 育 の

実施学校数
未実施

町内小中学校

全校

重

点

項

目

１ 高齢者への 支

援と 対策
高 齢 者 の 居 場 所 づ く り 活 動 支

援事業の 実施団体 数 （再掲 ）
６ 団体／ 年 1 0 団体 ／年

２ 生活困窮者 へ

の 支援 と 対策 生活相談件数（ 再掲）
３１件

( H 3 0 . 1 1 現 在 )
4 5 件 ／年

３ 働き 盛り 世代

への 支援 と 対

策

小 規 模 事 業 所 の 管 理 者 向 け

の ゲ ー ト キ ー パ ー 研 修 の 実 施

回数

未実施 1 回 ／年

４ 子ども ・ 若者 へ

の 支援 と 対策
S 0 S の 出 し 方 に 関 す る 教 育 の

実施学校数 （再掲 ）
未実施

町内小中学校

全校
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第５章 自殺対策の推進体制等

１ 計画の推進にあたって

自殺対策は精神保 健的な視 点だけで なく、社 会・経済的な 視点 を含む包括的な

取り組みが必要で あるこ とか ら、 全庁的な 体制 を構築するとと も に、関係機関と 連携

し、事業の推進 を図ります。

２ 計画の推進体制

（１ ）庁内体制

自殺対策 の実効 ある施策 の推進 を図る ため 、庁内に町長 を本部長 とした「利 府町

自殺対策推進本 部」 を設置し、全庁的な 連携 体制を構築し関 連施策 の推進 を図り

ます 。さらに推 進本部 に専門的 な検討及 び調 査を行 い、また、自殺対 策事業 の円

滑かつ効率的 な推進 に資するた め、ワーキン ググループを設置し事業 の推進 を図り

ます 。

（２ ）外部団体との連携

自殺対策は、家庭や学 校、職域、 地域など 社 会の全般 に関係して おり、 総合的 な

対策を進 めるた めに は、多分野の関係者 によ る連携と協力 のもと に、 効果的 な施策

を推進して いく必要が あります。こ のた め、幅広 い関係機関 ・団体で 構成する「利府

町自殺対策 ネットワーク会議 」を設置し、官民 一体となった 自殺対策 を推進し ていき

ます 。

家 庭

町 民

地 域

行政機関

自殺対策推進本部

民間団体

商工労働機関

教育機関・学校・

幼稚園・保育施設等

保健・福祉・

医療機関

警察・消防
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３ 関係機関の役割分担

( １ )町の役割

町民に身近 な存在とし て、相談窓口 の充実 と 周知、各種のスク リーニングの実施と

個別支援の 充実、自殺対策計 画の策 定、実 施と検証のＰＤ Ｃ Ａサイクル の運営 など 、

全庁を挙 げて 対策の 主要な推 進役を担います 。

( ２ )宮城県 の役割

総合的かつ効果 的な自殺 対策の推進を図る ため、宮城県 自死対策推 進会議等 の

意見を踏ま えた「 宮城県自死対 策計画」 を策 定するととも に、 誰も自 殺に追 い込まれ

ることの ない社 会の実 現に向け た各主 体の取り 組み を支援します 。

また、宮城県自死 対策推進センターや各保 健 所を通じて、市 町村が行う自殺 対策

計画の策定 を支援する ほか、ハ イリスク者 の相 談や自殺により残 された家 族に対する

支援を行うと とも に、広く自 殺に関する正し い 理解の普及 に努 めます。

( ３ )教育関係者の役割

児童生徒の 心とか らだの健康 づくりや、生きる 力を高 めるた めの教 育、自殺予防 の

ため の教職員 の研修等 により、子ども たちの自 殺予防の取り 組みを進 めます。

( ４ )職域の 役割

仕事にお ける強いスト レスや不安 を抱え ている 従業員に対する メンタルヘ ルスケア

の取り組み を 一層推進し、 ストレスの要因と な る職場環境の 改善や、うつ病の 早期発

見と早期治療 などへの 取り組み を進 めます。

( ５ )関係団体の役割

自殺対策には、 その背 景に ある複合的 な要因 への対策 が重複する 部分 が少な くあ

りません。こ のた め、関係団体 に おい ては、相 互に緊密 な情報交換 を行 いなが ら、連

携した取り組み を進 めます 。

( ６ )町民の 役割

町民一人ひ とりが自殺対 策に関 心を 持ち、理 解を深 めること が必要 です。 身近な

人が悩んで いる場合 に、早め に自殺 のサイン に 気づき、気になっ たら 「声を かける」、

「話をよ く聴く 」、「必要 な相談先 に寄り添 いな がらつな ぐ」 ことが大切 です 。

※ 本計画の 統計等に お ける「 年」 、「年度 」 の 表 記は 、人口動態関係を 「 年」、そ れ 以外

を「 年度 」で 記載 して い ます 。
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資料編

○町 の自殺対策関連事業一覧 （生きる支援関連施策）             

主 な事 業名 自 殺の 視点 を加 えた 事業案 担 当

（１）地域におけるネットワークの強化

利 府 町 い じ め 問 題 対 策 連 絡 協

議 会 と の 連 携

利 府 町 い じ め 防 止 基 本 方 針 に 基 づき、 児 童 生

徒 の い じ め の 防 止 、 早 期 発 見 及 び い じめ へ の 対

処 に 関 す る 対 策 を 推 進 す る 、 ま た 、 構 成 団 体 と

の 自 殺 対 策 の 情 報 共 有 が図 れ る 。

学 校 教 育 班

児 童 虐 待 防 止 ネ ット ワ ー ク 事

業

要 保 護 児 童 や 要 支 援 児 童 の 家 庭 に 対 し 、 地 域

で 連 携 し 、 見 守 りや 支 援 を 行 う こと で 、 児 童 、 保

護 者 の 精 神 的 な 不 安 や 負 担 の 軽 減 が図 れ る 。

子 ども 未 来 班

子 育 て 世 代 包 括 支 援 セ ン タ ー

事 業

妊 娠 期 から 育 児 期 の 相 談 を受 ける こと で 、 不

安 や イラ イラ 等 の 解 消 を 図 り、 ま た 、 必 要 な 場

合 に は 専 門 機 関 に よる 支 援 に つな い だ りす る

な ど、 支 援 の 接 点 と な り 得 る 。

健 康 づく り班

民 生 委 員 児 童 委 員 事 業 地 域 で 困 難 を 抱 えて い る 人 に 気 づき 、 適 切 な

相 談 機 関 に つな げ る 上 で 、 地 域 の 最 初 の 窓 口

と し て 機 能 し 得 る 。 ま た 、 相 談 の 窓 口 で あ る 民

生 委 員 児 童 委 員 の ス キ ル ア ップ と し て 、ここ ろ

の サ ポ ー タ ー 養 成 事 業 の 事 業 を 進 め る 。

福 祉 班

保 健 協 力 員 事 業 知 識 の 啓 発 、普 及 及 び 支 援 が必 要 な 方 に 気 づ

き 、つな ぐ 機 能 と な り 得 る 。

健 康 づく り班

家 庭 児 童 相 談 事 業 育 児 不 安 の 解 消 を 図 る こと で 、 ス ト レ ス の 軽 減

が図 れ る 。

子 ども 未 来 班

児 童 ク ラ ブ 運 営 事 業 児 童 ク ラ ブ で は 、 入 所 児 童 の 状 況 変 化 を常 に

把 握 し て お り 、 日 常 の 様 子 に 変 化 があ る 時 は 、

児 童 や 保 護 者 に 声 掛 けを す る な どの 対 応 を し て

い る 。

子 ども 未 来 班

児 童 等 手 当 及 び 医 療 費 給 付

及 び 支 給 事 務

・ 母 子 父 子 家 庭 等 医 療 費 助 成

事 務

・ 養 育 医 療 給 付 事 業

家 族 と の 離 別 ・ 死 別 、 貧 困 等 、 多 く の 問 題 を

抱 えて い る こと が 多 い 方 に 対 し 手 当 等 の 申 請

機 会 を 自 殺 リ ス ク が 高 い 方 と の 接 触 窓 口 と し

て 活 用 し 得 る 。

保 険 年 金 班

保 険 及 び 医 療 事 務

・ 国 民 健 康 保 険 事 業

・ 後 期 高 齢 者 医 療 事 業

健 康 面 で の 問 題 を 抱 えた 方 も多 い こ と から 、

各 種 申 請 時 、 保 健 事 業 を 通 し て 自 殺 リ ス ク の

高 い 方 と の 接 触 窓 口 と し て 活 用 し 得 る 。

保 険 年 金 班

ス ク ー ル ソー シャ ル ワ ー カ ー 配

置 事 業

ス ク ー ル ソー シャ ル ワ ー カ ー に よる 関 係 機 関 と

も連 携 し た 包 括 的 な 支 援 は 、 さ ま ざ ま な 課 題

を 抱 えた 児 童 生 徒 の 自 殺 リ ス ク の 軽 減 に も寄

与 し 得 る 。

学 校 教 育 班

被 災 者 健 康 支 援 事 業 災 害 等 に より家 族 や 基 本 的 な 生 活 基 盤 の 喪

失 に よる 不 安 等 は 自 殺 リ ス ク を 抱 える 危 険 が

あ る 。 保 健 師 等 の 専 門 職 の 支 援 を 継 続 す る こ

と で 自 殺 リ ス ク の 軽 減 に つな がる 。

健 康 づく り班
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主 な事 業名 自 殺の 視点 を加 えた 事業案 担 当

住 宅 管 理 事 業 公 営 住 宅 や 災 害 公 営 住 宅 の 居 住 者 や 入 居 申

込 者 は 、 生 活 困 窮 や 低 収 入 な ど、 生 活 面 で 困

難 や 問 題 を 抱 えて い る こと が少 な く な い た め 、

自 殺 の リ ス ク が 潜 在 的 に 高 い と 思 わ れ る 住 民

に 接 触 す る た め の 、 有 効 な 窓 口 と な り得 る 。

施 設 管 理 班

収 納 業 務 事 業 納 税 相 談 に 訪 れ た 方 は 、 生 活 面 で 深 刻 な 問

題 を 抱 えて い た り 、 困 難 な 状 況 に あ った りす る

可 能 性 が 高 い た め 、 必 要 に 応 じ て 他 の 相 談 窓

口 を 案 内 す る こと に よ り 、 さ ま ざ ま な 支 援 に つ

な げ られ る 可 能 性 があ る 。

収 納 整 理 班

災 害 救 助 事 業 災 害 等 に より基 本 的 な 生 活 基 盤 の 喪 失 の 恐

れ や 不 安 は 自 殺 リ ス ク を 高 め る こと に な り かね

な い こと から 、 きめ 細 や かな 相 談 や 必 要 に 応

じ 、 適 切 な 支 援 先 へ と つな ぐ 。

福 祉 班

障 がい 者 へ の 支 援

・ 障 害 者 手 帳 等 申 請 交 付 事 業

・ 自 立 支 援 医 療 給 付 事 業

・ 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業

・ 障 害 児 通 所 支 援 事 業

・ 地 域 生 活 支 援 事 業

当 事 者 や 家 族 等 と対 面 で 応 対 す る 機 会 を 活

用 す る こと で 、 問 題 の 早 期 発 見 ・ 早 期 対 応 へ

の 接 点 に な り得 る 。

福 祉 班

人 権 ・ 更 生 保 護 事 業 対 象 者 が さ ま ざ ま な 問 題 を 抱 えて い る 場 合 に

は 、 相 談 者 で あ る 保 護 司 や 人 権 擁 護 委 員 が

適 切 な 支 援 先 へ と つな ぐ 等 の 対 応 を 取 れ る よ

う に な る 可 能 性 があ る 。

自 殺 の リ ス ク が 高 い 人 の 情 報 を キ ャ ッチ し 、 支

援 に つな ぐ た め の 機 会 、 接 点 と な り 得 る 。

福 祉 班

生 活 保 護 等 相 談 事 業 生 活 相 談 等 の 相 談 対 応 に お い て 、 自 殺 対 策

の 視 点 も 加 えて 、 問 題 を 抱 えた 地 域 住 民 の 早

期 発 見 と支 援 の 推 進 を 図 る こと がで きる 。

福 祉 班

地 方 総 合 戦 略 推 進 事 業 （ 利 府

町 ま ち ・ ひ と ・ し ごと 創 造 ス テ ー

ショ ン 運 営 等 業 務 ）

ｔ ｓ ｕｍ ｉ ｋ ｉ 内 で の 自 殺 対 策 啓 発 チ ラ シの 設 置

や 、 イベ ン ト 、 セ ミナ ー の 実 施 、 起 業 創 業 相 談

支 援 に お ける 自 殺 対 策 の 市 民 活 動 に 対 す る

助 言 等 。

政 策 班

（２）自殺対策を支える人材の育成

ゲ ー ト キ ー パ ー 養 成 事 業 自 殺 予 防 啓 発 に より、 自 らこ ころ の 健 康 に つい

て 考 える 機 会 を つく る 。 研 修 会 を 実 施 す る こ と

で 、 自 殺 の 危 機 を示 す サ イン に 気 づ き 、 適 切

な 対 応 を図 る こと がで きる 人 を増 や す 。

健 康 づく り班

職 員 研 修 事 業 職 員 に 対 す る 管 理 職 や 担 当 者 向 け の 外 部 研

修 の 案 内 。

人 事 法 令 班

民 生 委 員 児 童 委 員 事 業 （ 再

掲 ）

地 域 で 困 難 を 抱 えて い る 人 に 気 づき 、 適 切 な

相 談 機 関 に つな げ る 上 で 、 地 域 の 最 初 の 窓 口

と し て 機 能 し 得 る 。 ま た 、 相 談 の 窓 口 で あ る 民

生 委 員 児 童 委 員 の ス キ ル ア ップ と し て 、ここ ろ

の サ ポ ー タ ー 養 成 事 業 の 事 業 を 進 め る 。

福 祉 班
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主 な事 業名 自 殺の 視点 を加 えた 事業案 担 当

保 健 協 力 員 事 業 （ 再 掲 ） 知 識 の 啓 発 、普 及 及 び 支 援 が必 要 な 方 に 気

づき 、 つな ぐ 機 能 と な り得 る 。

健 康 づく り班

高 齢 者 の 見 守 り支 援 へ の 取 り

組 み

・ 一 人 二 人 暮 らし 高 齢 者 訪 問

事 業

・ 食 の 自 立 支 援 事 業

・ ひ と り暮 らし 緊 急 通 報 シス テ

ム 事 業

高 齢 者 の 状 態 確 認 を し 、 異 常 があ れ ば 関 係

機 関 に つな ぐ 等 、支 援 の き っかけ と し て 活 用 し

得 る 。

長 寿 介 護 班

（３）住民への周知と啓発

青 少 年 教 育 ・ 成 人 教 育 事 業 各 種 会 議 、 総 会 、 式 典 等 に お い て 、 チ ラ シや

パ ン フレ ッ ト を 配 布 し 、 青 少 年 層 が抱 える 問 題

や 自 殺 の 危 機 等 に 関 す る 情 報 を 提 供 す る こと

で 、 理 解 を 深 め て もらう 機 会 と な り 得 る 。

生 涯 学 習 振

興 班

こころ の 体 温 計 事 業 携 帯 電 話 や イン タ ー ネ ット を 使 って 、 気 軽 に 自

分 や 身 近 な 方 の 心 の 健 康 状 態 を 確 認 で きる

環 境 整 備 及 び 悩 み に 応 じ た 相 談 窓 口 を周 知

す る 。

健 康 づく り班

地 方 総 合 戦 略 推 進 事 業 （ 利 府

町 ま ち ・ ひ と ・ し ごと 創 造 ス テ ー

ショ ン 運 営 等 業 務 ） （ 再 掲 ）

ｔ ｓ ｕｍ ｉ ｋ ｉ 内 で の 自 殺 対 策 啓 発 チ ラ シの 設 置

や 、 イベ ン ト 、 セ ミナ ー の 実 施 、 起 業 創 業 相 談

支 援 に お ける 自 殺 対 策 の 市 民 活 動 に 対 す る

助 言 等 。

政 策 班

広 報 ・ 広 聴 事 業 自 殺 対 策 の 啓 発 記 事 の 発 信 に より、 住 民 へ の

周 知 が可 能 。

総 務 管 理 班

「 十 符 の 里 ― 利 府 」 フ ェス テ ィ

バ ル 事 業

PR ブ ー ス や 参 加 コー ナ ー を 活 用 し 、 自 殺 対 策

に 関 す る 展 示 、 資 料 の 配 布 な どを 行 う こと で 、

来 場 者 へ の 啓 発 の 機 会 と な り得 る 。

地 域 協 働 班

コミュ ニテ ィー セ ン タ ー 管 理 事

業

コミュ ニテ ィセ ン タ ー を 啓 発 活 動 の 拠 点 と し 、

自 殺 対 策 強 化 月 間 や 自 殺 予 防 週 間 等 の 際 に

連 携 で きれ ば 、 住 民 に 対 す る 情 報 提 供 の 場 と

し て 活 用 し 得 る 。

地 域 協 働 班

図 書 館 運 営 事 業 自 殺 対 策 強 化 月 間 や 自 殺 予 防 週 間 の 啓 発 と

し て 連 携 し て い く こと は 可 能 。

施 設 が拡 充 さ れ れ ば 、 自 宅 、 学 校 や 職 場 に 次

ぐ 「 居 場 所 」 と し て 機 能 し 得 る 。

図 書 振 興 班

母 子 保 健

・ 母 子 健 康 手 帳 交 付 及 び 妊 婦

面 接

・ 新 生 児 訪 問

・ 乳 幼 児 健 康 診 査

妊 娠 期 から 育 児 期 の 相 談 、 保 健 指 導 等 に より

産 前 産 後 の メ ン タ ル ヘ ル ス や 育 児 の 不 安 等 に

つい て の 支 援 を 実 施 し 、 ま た 、 必 要 な 場 合 に

は 専 門 機 関 に よる 支 援 に つな い だ りす る な ど 、

支 援 の 接 点 と な り得 る 。

健 康 づく り班

（４）生きることへの促進要因への支援

家 庭 児 童 相 談 事 業 （ 再 掲 ） 育 児 不 安 の 解 消 を 図 る こと で 、 ス ト レ ス の 軽 減

が図 れ る 。

子 ども 未 来 班

子 育 て 支 援 セ ン タ ー 事 業 育 児 不 安 解 消 や 友 達 づく りの 場 と な って お り 、

育 児 負 担 に よる ス ト レ ス の 軽 減 が図 れ る 。

子 ども 未 来 班
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主 な事 業名 自 殺の 視点 を加 えた 事業案 担 当

児 童 ク ラ ブ 運 営 事 業 （ 再 掲 ） 児 童 ク ラ ブ で は 、 入 所 児 童 の 状 況 変 化 を常 に

把 握 し て お り 、 日 常 の 様 子 に 変 化 があ る 時

は 、 児 童 や 保 護 者 に 声 掛 けを す る な どの 対 応

を し て い る 。

子 ども 未 来 班

ファ ミリ ー サ ポ ー ト 事 業 子 育 て 家 庭 へ の ボ ラ ン テ ィア に よる 育 児 支 援

を 行 う こと で 、 育 児 負 担 の 軽 減 が 図 れ る 。

子 ども 未 来 班

土 曜 日 に お ける 子 どもの 居 場

所 づく り事 業

町 内 ６ 小 学 校 の さ ま ざ ま な 学 年 の 子 どもた ち

が、 学 校 と は 違 う コミュ ニテ ィで 、 自 主 的 な 「 あ

そ び 」 や 交 流 活 動 を通 し て 、 自 分 の 役 割 や 有

効 性 を 見 出 す こと がで きれ ば 、 自 己 有 用 感 の

醸 成 等 に 寄 与 し 得 る 。

生 涯 学 習 振

興 班

メ ン タ ル ヘ ル ス 対 策 事 業 職 員 に 対 し て の メ ン タ ル ヘ ル ス 対 策 の 実 施 人 事 法 令 班

被 災 者 健 康 支 援 事 業 （ 再 掲 ） 災 害 等 に より家 族 や 基 本 的 な 生 活 基 盤 の 喪

失 に よる 不 安 等 は 自 殺 リ ス ク を 抱 える 危 険 が

あ る 。 保 健 師 等 の 専 門 職 の 支 援 を 継 続 す る こ

と で 自 殺 リ ス ク の 軽 減 に つな がる 。

健 康 づく り班

住 宅 管 理 事 業 （ 再 掲 ） 公 営 住 宅 や 災 害 公 営 住 宅 の 居 住 者 や 入 居 申

込 者 は 、 生 活 困 窮 や 低 収 入 な ど、 生 活 面 で 困

難 や 問 題 を 抱 えて い る こと が少 な く な い た め 、

自 殺 の リ ス ク が 潜 在 的 に 高 い と 思 わ れ る 住 民

に 接 触 す る た め の 、 有 効 な 窓 口 と な り得 る 。

施 設 管 理 班

収 納 業 務 事 業 （ 再 掲 ） 納 税 相 談 に 訪 れ た 方 は 、 生 活 面 で 深 刻 な 問

題 を 抱 えて い た り 、 困 難 な 状 況 に あ った りす る

可 能 性 が 高 い た め 、 必 要 に 応 じ て 他 の 相 談 窓

口 を 案 内 す る こと に よ り 、 さ ま ざ ま な 支 援 に つ

な げ られ る 可 能 性 があ る 。

収 納 整 理 班

災 害 救 助 事 業 （ 再 掲 ） 災 害 等 に より基 本 的 な 生 活 基 盤 の 喪 失 の 恐

れ や 不 安 は 自 殺 リ ス ク を 高 め る こと に な り かね

な い こと から 、 きめ 細 や かな 相 談 や 必 要 に 応

じ 、 適 切 な 支 援 先 へ と つな ぐ 。

福 祉 班

障 がい 者 へ の 支 援 （ 再 掲 ）

・ 障 害 者 手 帳 等 申 請 交 付 事 業

・ 自 立 支 援 医 療 給 付 事 業

・ 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業

・ 障 害 児 通 所 支 援 事 業

・ 地 域 生 活 支 援 事 業

当 事 者 や 家 族 等 と対 面 で 応 対 す る 機 会 を 活

用 す る こと で 、 問 題 の 早 期 発 見 ・ 早 期 対 応 へ

の 接 点 に な り得 る 。

福 祉 班

人 権 ・ 更 生 保 護 事 業 （ 再 掲 ） 対 象 者 がさ ま ざ ま な 問 題 を 抱 えて い る 場 合 に

は 、 相 談 者 で あ る 保 護 司 や 人 権 擁 護 委 員 が

適 切 な 支 援 先 へ と つな ぐ 等 の 対 応 を 取 れ る よ

う に な る 可 能 性 があ る 。

自 殺 の リ ス ク が 高 い 人 の 情 報 を キ ャ ッチ し 、 支

援 に つな ぐ た め の 機 会 、 接 点 と な り 得 る 。

福 祉 班

生 活 保 護 等 相 談 事 業 （ 再 掲 ） 生 活 相 談 等 の 相 談 対 応 に お い て 、 自 殺 対 策

の 視 点 も 加 えて 、 問 題 を 抱 えた 地 域 住 民 の 早

期 発 見 と支 援 の 推 進 を 図 る こと がで きる 。

福 祉 班

健 康 相 談 事 業 心 身 の 問 題 に 関 す る 詳 し い 聞 き 取 り 、 直 接 支

援 を 行 っ た り 、 必 要 な 場 合 に は 専 門 機 関 に よ

る 支 援 に つな ぐな ど支 援 へ の 接 点 と な り得 る 。

健 康 づく り班
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主 な事 業名 自 殺の 視点 を加 えた 事業案 担 当

精 神 保 健

・ 訪 問

・ 来 所 相 談

・ 電 話 相 談 等

保 健 師 等 に よる 相 談 事 業 、 心 の 健 康 や 精 神

疾 患 の 正 し い 知 識 の 啓 発 普 及 等 に より、 自 殺

リ ス ク の 軽 減 に つな がる 。

健 康 づく り班

介 護 予 防 ・ 生 活 支 援 サ ー ビ ス 閉 じ こもり高 齢 者 や 孤 立 状 態 に あ る 高 齢 者 を

把 握 す る 機 会 と な り得 る こと、 デ イサ ー ビ ス に

通 う こと で 閉 じ こ もり予 防 に つな がる 。

サ ー ビ ス 提 供 者 から 利 用 者 の 状 態 異 常 があ

れ ば、 関 係 機 関 に つな ぐ等 の 支 援 の き っか け

と な る こと が 期 待 さ れ る 。

長 寿 介 護 班

介 護 予 防 の 取 り組 み

・ 高 齢 者 の た め の ウォ ー キ ン グ

教 室

・ 介 護 予 防 体 操 教 室

・ 男 性 の た め の 健 康 教 室

教 室 や 地 域 活 動 等 に 参 加 す る こと で 閉 じ こ も

り 予 防 や 住 民 同 士 で の 見 守 りに つな がる き っ

かけと な り 得 る 。

長 寿 介 護 班

介 護 者 等 支 援 の 取 り組 み

・ 認 知 症 サ ポ ー タ ー 養 成 講

座 、 フォ ロ ー ア ップ 講 座

・ 介 護 予 防 サ ポ ー タ ー 養 成 講

座 ・ フォ ロ ー ア ップ 講 座

・ 介 護 者 の つどい

・ 認 知 症 カ フ ェ

介 護 を 要 す る 方 や そ の 家 族 に 対 す る 見 守 りが

推 進 さ れ た り 、 関 係 機 関 に つな ぐ等 の 支 援 の

きっ かけと な る こと が 期 待 さ れ る 。

長 寿 介 護 班

高 齢 者 の 居 場 所 づく り へ の 取 り

組 み

・ 高 齢 者 居 場 所 づく り 活 動 支 援

事 業

・ ふ れ あ い オ ー プ ン ス ク ー ル 活

動 支 援 事 業

・ い きい きシ ニア の お 元 気 サ ロ

ン

・ 老 人 福 祉 セ ン タ ー 運 営 事 業

高 齢 者 が 集 ま れ る 居 場 所 づく り活 動 を 展 開 す

る こと 、 活 動 の 場 へ 参 加 す る こと で 閉 じ こも り

予 防 や 住 民 同 士 に よる 見 守 りの 機 会 に な り、

必 要 時 、 関 係 機 関 に つな い だ りの 支 援 の き っ

かけに な り 得 る 。

長 寿 介 護 班

高 齢 者 の 見 守 り支 援 へ の 取 り

組 み （ 再 掲 ）

・ 一 人 二 人 暮 らし 高 齢 者 訪 問

事 業

・ 食 の 自 立 支 援 事 業

・ ひ と り暮 らし 緊 急 通 報 シス テ

ム 事 業

高 齢 者 の 状 態 確 認 を し 、 異 常 があ れ ば 関 係

機 関 に つな ぐ 等 、支 援 の き っかけ と し て 活 用 し

得 る 。

長 寿 介 護 班

無 料 法 律 相 談 事 業 法 律 上 の 相 談 や 相 談 窓 口 の 案 内 人 事 法 令 班

公 民 館 活 動 事 業 公 民 館 教 室 な どを 通 し て 、 さ ま ざ ま な 体 験 を す

る こと に よ り 、 自 分 の 役 割 や 有 効 性 を 見 出 す こ

と がで きれ ば 、 自 己 有 用 感 の 醸 成 等 に 寄 与 し 得

る 。

生 涯 学 習 振

興 班

（５）児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育

心 の ケア ハウ ス 事 業 不 登 校 等 の 児 童 生 徒 に と って 安 心 で きる 場 所

で あ る と と もに 、 学 校 復 帰 に 向 けて の 教 育 相

談 や 進 路 指 導 を は じ め 、 児 童 生 徒 一 人 ひ と り

の 心 の ケア や 学 習 環 境 の 整 備 の 強 化 を 図 る 。

学 校 教 育 班
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主 な事 業名 自 殺の 視点 を加 えた 事業案 担 当

児 童 ク ラ ブ 運 営 事 業 （ 再 掲 ） 児 童 ク ラ ブ で は 、 入 所 児 童 の 状 況 変 化 を常 に

把 握 し て お り 、 日 常 の 様 子 に 変 化 があ る 時

は 、 児 童 や 保 護 者 に 声 掛 けを す る な どの 対 応

を し て い る 。

子 ども 未 来 班

ス ク ー ル ソー シャ ル ワ ー カ ー 配

置 事 業 （ 再 掲 ）

ス ク ー ル ソー シャ ル ワ ー カ ー に よる 関 係 機 関 と

も連 携 し た 包 括 的 な 支 援 は 、 さ ま ざ ま な 課 題

を 抱 えた 児 童 生 徒 の 自 殺 リ ス ク の 軽 減 に も寄

与 し 得 る 。

学 校 教 育 班
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〇利府町自殺対策推進本部設置要綱

（設置）

第１条 自殺対 策基本法（ 平成１ ８年法 律第８ ５号） の基本理念 に基づき、 生きる た

めの包括 的な支援 を推 進すること により、本町 における自 殺対策 を総合的 かつ円

滑に推進する ため、利府町 自殺対策推 進本部 （以下「推進 本部」と いう 。）を設 置

する。

（所掌事項）

第２条 推進本 部の所 掌事務は、次 のとおり と する。

（１） 自殺 対策の推 進に係 る計画の 策定及び 進捗管理に 関すること。

（２） 自殺 対策に関する諸施策 の調整及 び推 進に関するこ と。

（３） 自殺 対策に関する情報の 収集及び 連絡 に関すること。

（４ ） 自殺 対策 に関する 関係行 政機関 及び 関 係団体と の連 携 の強化 に関す るこ と。

（５） そ の他自 殺対策の 総合的 な推進に 関す ること。

（組織）

第３条 推進本 部は、本部長、副本部 長及び 本部員を もって 組織する。

２ 本部長は町長 の職 にある者 を、副本 部長 は副町長及び教 育長の職に ある者を も

って充てる。

３ 本部員は教育 次長、会計管理 者、課（室） 長及び局長 の職に ある者 をもっ て充 て

る。

（本部長及び 副本部長）

第４条 本部長は、推 進本部 を統括し、推進 本部を代表する。

２ 副 本 部 長は 、 本部 長 を補 佐し 、本 部 長 に事 故 が あ る とき は 、 そ の職 務 を代 理 する 。

（会議）

第５条 推進本 部の会 議は、 本部長が招 集し、 本部長がそ の議長と なる。

２ 本部長は、 必要 があると認 めるときは、会 議に本部員 以外の者 の出席 を求 めるこ

とができる 。

（ワーキンググループ ）

第６条 推進本 部に専 門的な検 討及び調 査を行い、自殺対策象 事業の 円滑かつ効

率的な推進 に資するた め、ワーキンググループ を設置する。

２ ワーキンググループの委員は、班 長の職 に ある 者（班長 を置 かない 部署に おい て

は、課長等が指定する者 ）を もって充 てる。

３ ワーキンググループは、委員長、副委員長 及び委員 で組織し、委員長は委 員の互

選によって定 め、副委員 長は委員 の中か ら委 員長が指定する ものとする 。

４ ワーキンググループは、必要に応じ委 員長 が招集し、会議を主 宰する。
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５ ワーキンググループで調整 された審議 事項 の結果は、委員長 が推進本部 に報告

するものとする 。

（庶務）

第７条 推進本 部の庶 務は、 保健福祉課 にお いて処理する。

（その他 ）

第８条 こ の要綱 に定 めるも のの ほか、 推進本 部の運営 に関し必要な 事項は、本部

長が別に定 める。

附 則

この要綱 は、平成３ ０年 ６月 １５日 から 施行す る。
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№ 所属 役職 氏　　名 備考

1 熊　谷　　　大

2 伊　藤　三　男

3 本　明　陽　一

4 佐　藤　博　昭

5 小　幡　純　一
櫻　井　やえ子

（平成３０年６月まで）

6 総務課 課長 折　笠　浩　幸

7 政策課 課長 櫻　井　昭　彦
小　幡　純　一

（平成３０年６月まで）

8 財務課 課長 高　橋　三喜夫

9 税務課 課長 阿　部　智　子

10 町民課 課長 伊　藤　　　智

11 生活安全課 課長 櫻　井　浩　明

12 保健福祉課 課長 伊　藤　文　子
菅　井　百合子

（平成３０年６月まで）

13 子ども支援課 課長 菅　井　百合子
阿　部　義　弘

（平成３０年６月まで）

14 都市整備課 課長 菅　野　　　勇
櫻　井　昭　彦

（平成３０年６月まで）

15 産業振興課 課長 阿　部　義　弘
高　橋　徳　光

（平成３０年６月まで）

16 上下水道課 課長 鈴　木　啓　義
大　友　政　一

（平成３０年６月まで）

17 収納対策室 室長 鈴　木　真由美
高橋　　信

（平成３０年６月まで）

18 文化複合施設推進室 室長 庄　子　　　敦
菅野　　勇

（平成３０年６月まで）

19 教育総務課 課長 庄　司　幾　子

20 生涯学習課 課長 高　橋　徳　光
庄子　　敦

（平成３０年６月まで）

21 議会事務局 事務局長 鈴　木　則　昭

22 監査・選管事務局 事務局長 庄　司　英　夫
鈴　木　正　敏

（平成３０年６月まで）

23 震災復興推進室 室長
村　田　政　文

（平成３０年６月まで）

会計管理者兼会計室長

○利府町自殺対策推進本部員名簿

町長

副町長

教育長

教育次長
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○利府町自殺対策推進本部ワーキンググループ委員名簿

№ 所　　属 班 名 氏　　名 備考

1 総 務 課 総 務 管 理 班 嶋　正美

2 人 事 法 令 班

3 政 策 課 政 策 班 鎌田　功紀

4 地 域 協 働 班 郷右近　啓一

5 財 務 課 財 政 経 営 班 後藤　仁

6 管 財 契 約 班 鈴木　喜宏

7 税 務 課 町 民 税 班 太田　健二

8 固 定 資 産 税 班 大谷　浩貴

9 町 民 課 戸 籍 住 民 班 高橋　活博

10 保 険 年 金 班 折笠　ゆき江

11 生 活 安 全 課 環 境 生 活 班 鎌田　輝久

12 防 災 安 全 班 郷家　洋悦

13 保 健 福 祉 課 福 祉 班 小畑　香代

14 健 康 づ く り 班 櫻井　明子

15 長 寿 介 護 班 堀越　伸二

16 子 ど も 支 援 課 子 ど も 支 援 班 鈴木　久仁子

17 子 ど も 未 来 班 谷津　匤昭

18 都 市 整 備 課 都 市 整 備 班 近江　信治

19 施 設 管 理 班 名取　仁志

20 復 興 推 進 班 川口　優

21 産 業 振 興 課 農 林 水 産 班 櫻井　新也
櫻井 清喜

（平成３０年１２月まで）

22 商 工 観 光 班 千田　耕也

23 上 下 水 道 課 経 営 班 佐藤　浩幸

24 工 務 班 大場　雄文

25 収 納 対 策 室 収 納 整 理 班 福島　俊

26 文 化 複 合 施 設 推 進 室 文 化複 合施設推進班 上野　昭博

27 会 計 室 会 計 班 星　浩幸

28 教 育 総 務 課 総 務 給 食 班 佐々木　辰巳

29 学 校 教 育 班 鈴木　義光

30 生 涯 学 習 課 生 涯 学 習 振 興 班 佐藤　浩

31 ス ポ ー ツ 振 興 班 古澤　晃一

32 図 書 振 興 班 鈴木　由美

33 議会事務局 土屋　俊介

34 監査・選管事務局 櫻井　渉
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〇利府町自殺対策計画策定経過

開催日時 会議名称等 概要

平成３ ０年 ６月 １９ 日（火）
第 １ 回 利 府 町 自 殺 対 策

推進本部会議

計画策定に つい て

計 画 策 定 の ス ケジ ュ ー ル に

ついて

平成３ ０年 ７月 ２５ 日（水）

第 １ 回 利 府 町 自 殺 対 策

推 進 本 部 ワ ー キ ン グ グ

ループ

計画策定に つい て

計 画 策 定 の ス ケジ ュ ー ル に

ついて

平成３ ０年 ８月 事業棚卸し実施

町 の 実 施 す る す べ て の 事

業 につ い て、 自殺 対 策事業

との関連性 を検証

平成３ ０年１ ０月 １７ 日(水)

第 ２ 回 利 府 町 自 殺 対 策

推 進 本 部 ワ ー キ ン グ グ

ループ

計画骨子（案 ）につ いて

平成３ ０年１ １月 ７日(水 )
第 ２ 回 利 府 町 自 殺 対 策

推進本部会議
計画骨子（案 ）につ いて

平成３ ０年１ ２月 １９ 日(水）

第 ３ 回 利 府 町 自 殺 対 策

推 進 本 部 ワ ー キ ン グ グ

ループ

計画（案） につい て

平成３ １年 １月 １０ 日（水）
第 ３ 回 利 府 町 自 殺 対 策

推進本部会議
計画（案） につい て

平成３ １年１ 月１ ７日（ 木）

～平成３ １年 ２月１ ５日 （金）
パブ リック コメント の実施 意見なし

平成３ １年２ 月２ ２日（ 金）

第 ４ 回 利 府 町 自 殺 対 策

推 進 本 部 ワ ー キ ン グ グ

ループ

平成３ １年２ 月２ ６日（ 火）
第 ４ 回 利 府 町 自 殺 対 策

推進本部会議
承認



〇自殺のサイン（自殺予防の十箇条）

次のようなサイン を数多 く認め る場合は、 自殺 の危険が迫っ てい ます 。

出典 ：内閣府『 自殺対策 白書 平成 2 0  年版 』

１ うつ病 の症状 に気 をつけよう（気分 が沈 む、自分を責 める、仕事 の能率が落

ちる、 決断できな い、不眠が続 く）

２ 原 因不明 の身体の 不調が長引 く

３ 酒 量が増す

４ 安 全や健康が 保て ない

５ 仕 事の負 担が急 に増える、大きな失 敗をす る、職を失う

６ 職 場や家庭 でサポート が得られ ない

７ 本 人にとっ て価値 のある もの （職、地位、家 族、財産）を失う

８ 重 症の身 体の病気 にか かる

９ 自 殺を口 にする

10  自殺未遂 に およぶ



――――――――――――――――――――――――――――――――

―

利府町自殺対策計画

平成３１年3 月

――――――――――――――――――――――――――――――――
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